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災害時帰宅支援ステーション登録のお知らせ 

 
 ケアパートナー株式会社（本社:東京都品川区 代表取締役社長:白井孝和）は、3 月 25 日、九都県市※１

と災害時における帰宅困難者支援に関する協定を締結しました。これにより、弊社運営の８１施設のデイ

サービス施設のうち、２６施設が災害時帰宅支援ステーションに登録されます。なお、介護事業所として

は初めての登録となります。 

※１ 埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市の９つの地方公共団体の総称 

 

１． 九都県市が進める帰宅困難者対策 

首都直下地震などの災害発生時には、公共交通機関の運行や道路の通行に支障が生じ、多くの帰宅

困難者が発生すると予想されています。そういった帰宅困難者へ向けた支援として、九都県市は、コ

ンビニエンスストアやファミリーレストラン、ガソリンスタンドなどの民間事業者等と、帰宅困難者

支援のための協定を結んでいます。支援協定の協力店舗数は、昨年３月末時点で２０，２６９カ所と

なっています。また、今回の協定締結により、本協定の締結事業者は計２９団体となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 災害時帰宅支援ステーションで水道水、トイレ、道路交通情報などを提供 

弊社はこれまで、子供のための緊急避難所設置の取り組み「こども１１０番の家」への登録や、高

齢者が気軽に集える「認知症カフェ」の開催など、行政や自治体と連携し、地域の共生施設を目指す

活動を行ってきました。 

そうした活動の一環として、今回災害時帰宅支援ステーションに登録されたデイサービス施設では、

水道水、トイレ、道路交通情報を可能な範囲で提供します。道路交通情報は、地図によるものだけで

なく、ラジオなどで収集した情報なども提供する予定です。なお、対象となる２６施設では、玄関扉

などへ災害時帰宅支援ステーションの目印となる「ステッカー」を掲示し、周辺地域への周知も図っ

ていきます。 

  

災害時帰宅支援ステーションステッカー （左から）東京都総務局 総合防災部防災対策課 根本氏/九都県市地震
防災危機管理対策部会座長 川崎市総務企画局 危機管理室計画調整
担当課長 森氏/ケアパートナー 代表取締役社長 白井/大東建託 取締
役関連事業本部長 内田 



 
 

３． 弊社代表取締役社長 白井孝和より 

ケアパートナーは、「ケアパートナーで元気に」をスローガンに介護事業と子育て支援事業を展開し、

スタッフやお客様、ご家族様、地域社会に支えられながら成長してきました。この度、そんな地域の

皆さまにより安心した暮らしを提供したいという思いから、九都県市と「災害時における帰宅困難者

支援に関する協定」を締結することとしました。弊社の事業所を災害時帰宅支援ステーションに登録

し、大規模災害時の帰宅困難者支援対策を講じることで、災害時に支えあえる地域社会の形成に貢献

していきます。 

弊社は今後も、地域の皆さまから信頼いただける、開かれた施設の運営を目指してまいります。 

 

≪災害時帰宅支援ステーションに登録された２６事業所≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○本件に関するお問い合わせ先 ・・・ 03-6404-8111 （施設管理部） 

  


